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目的 特定健康診査（以下，健診）の受診行動に健康増進ライフスタイル，ヘルスリテラシー（以

下，HL），ソーシャル・キャピタル（以下，SC）が関連しているのかを保険者別に検討し，

今後の受診勧奨を含めた保健活動のあり方について示唆を得ることを目的とした。

方法 受診者とは過去 2 年間に 1 回以上健診を受診した者，未受診者とは過去 2 年間に 1 回も健診

を受診していない者とした。対象者は40～74歳の男女1,048人とし，郵送による無記名の自記

式質問紙法で行った。健康増進ライフスタイルの把握には日本語版健康増進ライフスタイルプ

ロフィール（以下，HPLP）を，HL の把握には14-item Health Literacy Scale を，SC の把握

には埴淵らの 6 項目を用いた。保険者別（国民健康保険国保，被用者保険社保）に健診受

診の有無と属性，HPLP, HL, SC との関連について検討した。分析には属性・SC には x2

検定を，HPLPには t 検定を，HL には Mann-Whitney の U 検定を用いた。

結果 有効回答率は男性34.4，女性39.6で，健診受診者の割合は国保の男性68.8，女性

79.4，社保の男性91.7，女性72.6であった。国保の男性は同居の配偶者がいない者がい

る者に比べて受診割合が有意に低く，女性は未受診者が受診者に比べて HPLPの身体活動得

点が有意に低かった。社保の男性は未受診者が受診者に比べて HPLPの栄養得点が有意に高

く，SC の近所付き合いの程度が有意に高く，女性は未受診者が受診者に比べて HPLPの健

康の意識得点が有意に低かった。

結論 健診の受診行動には，国保の男性を除いて，健康増進ライフスタイル，SC が関連してい

た。健診受診勧奨を含めた保健活動のあり方として，国保の男性の場合，配偶者や家族，親

戚，近隣者などからの勧奨が健診受診に有効であること，女性の場合，日常生活に身体活動を

取り入れることが健康への関心を高め，健診受診に繋がること，社保の男性の場合，健診結果

を食生活の改善に活かせる工夫が必要であること，女性の場合，健康意識を高める支援が必要

であることが示唆された。
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 緒 言

特定健康診査（以下，健診）は，2008年から医療

保険者に実施が義務づけられ，保険者ごとに国の提

示する受診率の目標値を達成することが求められて

いる1～3)。

2015年度における保険者別の受診状況は，共済組

合75.8，健康保険組合73.9，全国健康保健協会

45.6，市町村国民健康保険（以下，国保）36.3

であり，国保の受診率が最も低い4)。国保は，共済

組合，健康保険組合，全国健康保険協会など（以

下，社保）のような労働安全衛生法による健診受診

の法的根拠がなく，健診システムの違いがあ

る2,5)。国保の健診未受診理由として，「医療機関に

かかっているから」や「時間の都合がつかないから」

が多く6,7)，医療機関を受診していない40・50代の

健診未受診者は自分を健康と感じている者が 8 割を

超えていた8)。
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健診の受診行動に関連する要因をみると，国保の

40・50代の健診対象者に行った調査8,9)では，男性

の未受診者は配偶者がいない者が多く，自営業や正

社員として働いている者が少なく，世帯収入も少な

かったが，女性ではこれらの特徴はみられなかっ

た。健康を増進するライフスタイルとして，身体活

動，栄養，心のあり方，社会的な人間関係などを幅

広く捉える尺度である日本語版健康増進ライフスタ

イルプロフィール（以下，HPLP)10)を用いて，

地域の更年期女性に行った調査11)では，一般健診受

診者は未受診者と比べて，健康の意識や身体活動の

得点が有意に高かった。また，「健康情報を入手し，

理解，評価，活用するための知識，意欲，能力」と

定義されるヘルスリテラシー（以下，HL)12)は，企

業の20代女性に行った調査の結果13)，子宮がん検診

の受診行動に関連していた。さらに，「人々の協調

行動を促す信頼・規範・ネットワークといった社会

組織の特徴を意味する概念」であるソーシャル・

キャピタル（以下，SC)14)を用いて40～69歳の地域

住民に行った調査15)では，地域住民のネットワーク

と規範が受診行動に関連していた。また，65歳以上

の地域住民に行った調査16)では，SC の高い者は，

「健診を受診しない」などの健康に対してリスクと

なるような行動をとらない傾向がみられた。しか

し，健診の受診行動に関連する要因を健診システム

が異なる保険者別に捉え，属性や身体的な状態だけ

でなく，心のあり方や社会的な人間関係などを含め

た広い範囲で明らかにした研究は少ない。

そこで，本研究では，健診の受診行動に属性，

HPLP, HL, SC が関連しているのかを保険者別

に検討し，今後の受診勧奨を含めた保健活動のあり

方の示唆を得ることを目的とする。

 研 究 方 法

. 本研究における用語の定義

先行研究8,9)を参考に「健診受診者」とは，過去 2

年間に 1 回以上健診を受診したことがある者，「健

診未受診者」とは，過去 2 年間に 1 回も健診を受診

したことがない者とした。

. 対象者

対象者は A 市に住民票を有する健診対象年齢で

ある40～74歳までの1,050人とし，40～69歳までは

10歳階級別に男女各150人，70～74歳は男女各75人

をそれぞれ無作為に抽出した。

. 調査方法・調査期間

A 市の担当者に研究の主旨と目的，調査内容，調

査方法を文書と口頭で説明し，文書で承諾を得ると

ともに，対象者の抽出を依頼した。調査は郵送によ

る無記名の自記式質問紙調査法とし，調査票の送

付・回収は A 市の協力を得て行った。対象者には

調査票とともに，調査の主旨と目的などを説明した

依頼文と返信用封筒を送付した。

調査は2017年 3 月に実施した。

. 調査内容

保険者別に，健診受診状況に関連する要因を把握

するため，属性，健康を増進するライフスタイル，

ヘルスリテラシー（HL），ソーシャル・キャピタ

ル（SC）について調査を行った。

1) 属性

属性として，年齢，性別，同居配偶者の有無，職

業形態，健康保険の種類，経済状況，働いている者

は職場の規模について質問した。職業形態は「仕事

の形態はどれですか」という質問文で，「自営業主・

家族従業者」，「会社・団体等の役員」，「正規の職員・

従業員」，「パート・アルバイト」，「派遣社員・契約

社員」，「内職」，「専業主婦（夫）」，「学生」，「無職」

の 9 項目から主たる収入源である 1 項目を選択回答

とした。経済状況は「生活は経済的にどのように感

じますか」という質問で，「ゆとりがある」から

「苦しい」の 4 件法の回答とした。職場の規模は50

人未満，50人以上～100人未満，100人以上の 3 項目

から 1 つを選択回答とした。

2) 健診受診状況

健診受診状況として，健診受診の有無について質

問した。さらに，健診受診，健診未受診の理由につ

いて，先行研究6～8)を参考に著者らの経験を踏まえ

て選択肢を作成した。健診受診者には受診理由を尋

ね，「自分の健康管理」，「気になる自覚症状があっ

た」，「職場ですすめられた」，「健診の通知があった」

など10項目を，健診未受診者には未受診理由を尋

ね，「気になる自覚症状がない」，「時間の都合がつ

かない」，「医療機関にかかっている」など 7 項目を

例示し，複数回答とした。

3) 健康を増進するライフスタイル

健康を増進するライフスタイルの測定には，魏

ら10)の HPLPを用いた。これは， Walker17)が開

発した HPLP英語原版を翻訳したもので，信頼性

と妥当性が検証されている10)。健康増進ライフスタ

イルを測定する有用なツールであり，心のあり方や

人間関係などを含む健康増進ライフスタイルに焦点

をあてている点に特徴がある。6 領域，52項目で構

成されており，◯健康の意識（9 項目），◯精神的

成長（9 項目），◯身体活動（8 項目），◯人間関係

（9 項目），◯栄養（9 項目），◯ストレス管理（8 項

目）となっている。質問に対して「全くない」から

「いつもある」までの 4 件法を用いた回答とし，1
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点から 4 点の 4 段階評定で，52項目の合計得点と領

域ごとの得点から平均値を算出した。平均値は 1 点

～4 点の範囲となり，高得点ほど健康を増進するラ

イフスタイルであると判断した。

4) ヘルスリテラシー（HL）

HL として，14-item Health Literacy Scale（以下，

HLS-14)18)を用いた。これは，慢性疾患をもつ患者

向けに開発された FCCHL 尺度（Functional Com-

municative and Critical Health Literacy Scale)19)を，

Suka ら18)が，特定の疾患をもたない健康な市民向

けに使用できるよう表現を修正して作成したもので

ある20)。HL の先駆的研究者である Nutbeam21)は，

HL を，個人が情報を理解できる能力としての「機

能的 HL」，周囲の人々とうまくコミュニケーショ

ンをとり，協力的な環境の中で行動できる能力とし

ての「相互作用的 HL」，周囲が必ずしも協力的で

ない状況の中で，周囲の環境に働きかけていく能力

としての「批判的 HL」の 3 つに分けている。

HLS-14は，機能的 HL（5 項目），相互作用的 HL

（5 項目），批判的 HL（4 項目）の 3 つの下位尺度

で構成されている。質問に対して「全くそう思わな

い」から「強くそう思う」までの 5 件法を用いた回

答とし，1 点から 5 点の 5 段階評定で，14項目の合

計得点および下位尺度ごとの得点を算出した。合計

得点の範囲は14点～70点で，各下位尺度の得点範囲

は 5 項目で 5 点～25点，4 項目で 4 点～20点とな

る。高得点ほど HL が高いと判断した。

5) ソーシャル・キャピタル（SC）

SC として，埴淵ら16)の 6 項目を用いた。質問は，

◯「自治会や老人クラブ，婦人会，子ども会，同業

者の団体などにどの程度参加していますか」（垂直

的な組織へ参加する頻度），◯「ボランティアのグ

ループ，スポーツ関係のクラブ，趣味関係のグルー

プなどにどの程度参加していますか」（水平的な組

織へ参加する頻度），◯「地域内のご近所の方とど

のようなおつきあいをされていますか」（つきあい

の程度），◯「つきあいの人数」（つきあいの人数），

◯「一般的に人は信用できると思いますか」（地域

への信頼感），◯「あなたの地域の人々は，多くの

場合，他の人の役に立とうとすると思いますか」

（地域の互酬性）の 6 項目からなり，◯・◯は 2 件

法，◯・◯は 4 件法，◯・◯は 5 件法を用いた回答

とした。項目ごとに選択肢を 2 群に分けて，SC が

高いか低いかを判断した。

. 分析方法

属性は年齢を「40～49歳」，「50～59歳」，「60～69

歳」，「70～74歳」に分類した。職業形態は「自営業

主・家族従業者」，「会社・団体等の役員」，「正規の

職員・従業員」を「正規職員」に，「パート・アル

バイト」，「派遣社員・契約社員」，「内職」を「非正

規職員」に，「専業主婦（夫）」，「学生」，「無職」を

「無職」に分類した。経済状況の「ゆとりがある」，

「どちらかといえばゆとりがある」を「あり」に，

「どちらかといえば苦しい」，「苦しい」を「なし」

に分類した。

国保と社保では健診システムに違いがあるため，

対象者を国保の性別に未受診者と受診者，社保の性

別に未受診者と受診者に分類し比較した。

属性は，x2 検定で比較した。HPLPは，合計得

点と各領域の得点の平均値を t 検定で比較した。

HL は，合計得点と下位尺度の得点の中央値を

Mann-Whitney の U 検定で比較した。SC は，x2 検

定で比較した。

統計解析には SPSS ver.23を使用し，有意確率は

5未満とした。

. 倫理的配慮

対象者には調査票とともに，調査の主旨と目的，

調査内容・方法，問合せ先，調査への協力は自由意

思であり不参加による不利益はないこと，調査で知

り得た情報は守秘義務を厳守し，目的以外に利用し

ないことについて説明した依頼文と返信用封筒を同

封した。調査票の返送をもって同意が得られたもの

とした。

和歌山県立医科大学倫理審査委員会の承認（2017

年 2 月 8 日 No. 1960）を得たのち調査を開始した。

 研 究 結 果

. 回答状況及び回答者の背景

対象者数は，転出先が不明等で調査票が返送され

てきた者を除外したので，男性523人，女性525人の

計1,048人であった。回収数は，男性190人（回収率

36.3），女性222人（42.3）であった。このうち，

保険種別，性別が未記入の者，調査項目に未記入が

多い者を除外した。HPLP，HL は，下位尺度ご

とに 3 項目以上の未記入があれば除外し，2 項目以

下の場合は，その項目の男女別の平均値を代入した。

SC は 1 項目でも未記入があれば除外した。その結

果，有効回答数は男性180人（有効回答率34.4），

女性208人（39.6）であった。

保険者別有効回答数は，国保の男性96人，女性

102人，社保の男性84人，女性106人であった。

年代別有効回答数は，男性で40代34人（有効回答

率22.8），50代34人（22.8），60代67人（44.7），

70代45人（60.0），女性で40代40人（26.7），50

代50人（33.3），60代74人（49.3），70代44人

（58.7）であった。男性では40代，50代，女性で
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表 保険者別属性

項 目

国保 n＝198 社保 n＝190

男性 n＝96 女性 n＝102 男性 n＝84 女性 n＝106

n  n  n  n 

年代 40～49 3 3.1 6 5.9 ns 31 36.9 34 32.1 ns

50～59 10 10.4 9 8.8 24 28.6 41 38.7

60～69 42 43.8 48 47.1 25 29.8 26 24.5

70～74 41 42.7 39 38.2 4 4.8 5 4.7

配偶者の有無 いる 80 84.2 82 80.4 ns 70 84.3 85 82.8 ns

いない 15 15.8 20 19.6 13 15.7 21 17.2

職業形態 正規職員 43 45.7 19 19.0 ＜0.001 68 81.0 36 34.3 ＜0.001

非正規職員 10 10.6 19 19.0 9 10.7 36 34.3

無職 41 43.6 62 62.0 7 8.3 33 31.4

職場の規模 50人未満 44 95.7 20 74.1 0.016 29 40.3 42 90.9 0.022

50～100人未満 2 4.3 4 14.8 20 27.8 10 0.0

100人以上 0 0.0 3 11.1 23 31.9 14 9.1

経済的ゆとり あり 41 43.2 50 50.5 ns 39 46.4 63 59.4 ns

なし 54 56.8 49 49.5 45 53.6 43 40.6

無回答を除く（職場の規模は「無職」の者を除く）

x2 検定 ns: not signiˆcant
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は40代の有効回答率が低かった。

保険者別属性をみると（表 1），国保の男性は60

代，70代が多く，女性は60代が多かった。社保の男

性は40代が多く，女性は50代が多かった。平均年齢

は，国保の男性66.8歳，女性65.3歳，社保の男性

54.5歳，女性54.8歳であった。社保は国保と比べて，

40代，50代が多かった。

配偶者のいない者は，国保の男性15.8，女性

19.6，社保の男性15.7，女性17.2であった。

職業形態で正規職員の者は，国保の男性45.7，女

性19.0，社保の男性81.0，女性34.3であり，

社保の男性で正規職員の割合が最も高かった。無職

の者は，国保の男性43.6，女性62.0，社保の男

性8.3，女性31.4であり，国保の女性で無職の

者の割合が最も高かった。「無職」を除いた者のう

ち，職場の規模で50人未満の者は，国保の男性

95.7，女性74.1，社保の男性40.3，女性

90.9であった。経済的ゆとりがない者は，国保の

男性56.8，女性49.5，社保の男性53.6，女性

40.6であった。

. 健診の受診理由と未受診理由

健診受診者は，国保の男性66人（受診率68.8），

女性81人（79.4），社保の男性77人（91.7），女

性77人（72.6）であった。

健診受診理由をみると，国保は男性，女性とも

「自分の健康管理」（男性84.8，女性81.5）が最

も多く，次いで「健診の通知があった」（男性

24.2，女性25.9）であった。社保の男性は「職

場ですすめられた」（50.6）が最も多く，次いで

「自分の健康管理」（45.5）であった。女性は「自

分の健康管理」（63.6）が最も多く，次いで「健

診の通知があった」（36.4）であった。

健診未受診者は，国保の男性30人（未受診率

31.2），女性21人（20.6），社保の男性 7 人

（8.3），女性29人（27.4）であった。

健診未受診理由をみると，国保は男性，女性とも

「医療機関にかかっている」（男性50.0，女性

52.4）が最も多く，次いで「気になる自覚症状が

ない」（男性30.0，女性33.3）であった。社保

の男性は「気になる自覚症状がない」（42.9）が

最も多く，次いで「医療機関にかかっている」

（28.6）であった。女性は「医療機関にかかって

いる」（31.0）が最も多く，次いで「気になる自

覚症状がない」（27.6）であった。

. 属性と健診受診状況

保険者別に属性と健診受診の有無との関連をみる

と，国保の男性は同居の配偶者がいない者がいる者

と比較して有意に未受診が多かった（表 21）。女

性は健診受診の有無に関連があった項目はなかった。

社保の男性は健診未受診者が 7 人しかなく，職場

の規模をみると 7 人全員が50人未満に勤務する者で

あった（表 22）。女性は職業形態で無職の者が正
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表 属性と健診受診の有無との関連（国保)

項 目

男性 n＝96 女性 n＝102

未受診者

n＝30

受診者

n＝66

未受診者

n＝21

受診者

n＝81

n  n  n  n 

年代 40～49 0 0.0 3 4.5 ns 1 4.8 5 6.2 ns

50～59 6 20.0 4 6.1 3 14.3 6 7.4

60～69 12 40.0 30 45.5 12 57.1 36 44.4

70～74 12 40.0 29 43.9 5 23.8 34 42.0

配偶者の有無 いる 22 73.3 58 89.2 0.048 17 81.0 65 80.2 ns

いない 8 26.7 7 10.8 4 19.0 16 19.8

職業形態 正規職員 13 43.3 30 46.9 ns 3 14.3 16 20.3 ns

非正規職員 1 3.3 9 14.1 3 14.3 16 20.3

無職 16 53.3 25 39.1 15 71.4 47 59.5

職場の規模 50人未満 11 100.0 33 94.3 ns 2 66.7 18 75.0 ns

50～100人未満 0 0.0 2 5.7 1 33.3 3 12.5

100人以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 12.5

経済的ゆとり あり 10 33.3 31 47.7 ns 7 33.3 43 55.1 ns

なし 20 66.7 34 52.3 14 66.7 35 44.9

無回答を除く（職場の規模は「無職」の者を除く）

x2 検定 ns: not signiˆcant

表 属性と健診受診の有無との関連（社保)

項 目

男性 n＝84 女性 n＝106

未受診者

n＝7

受診者

n＝77

未受診者

n＝29

受診者

n＝77

n  n  n  n 

年代 40～49 3 42.9 28 36.4 ns 14 48.3 20 26.0 ns

50～59 2 28.6 22 28.6 7 24.1 34 44.2

60～69 2 28.6 23 29.9 6 20.7 20 26.0

70～74 0 0.0 4 5.2 2 6.9 3 3.9

配偶者の有無 いる 5 71.4 65 85.5 ns 24 82.8 61 79.2 ns

いない 2 28.6 11 14.5 5 17.2 16 20.8

職業形態 正規職員 6 85.7 62 80.5 ns 8 27.6 28 36.8 0.019

非正規職員 1 14.3 8 10.4 6 20.7 30 39.5

無職 0 0.0 7 9.1 15 51.7 18 23.7

職場の規模 50人未満 7 100.0 22 33.8 0.003 10 90.9 32 58.2 ns

50～100人未満 0 0.0 20 30.8 0 0.0 10 18.2

100人以上 0 0.0 23 35.4 1 9.1 13 23.6

経済的ゆとり あり 4 57.1 35 45.5 ns 12 41.4 51 66.2 0.020

なし 3 42.9 42 54.5 17 58.6 26 33.8

無回答を除く（職場の規模は「無職」の者を除く）

x2 検定 ns: not signiˆcant
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表 HPLP得点と健診受診の有無との関連（国

保）

項 目

男性 n＝96 女性 n＝101

未受診者

n＝30

受診者

n＝66

未受診者

n＝21

受診者

n＝80

HPLP
合計得点

2.60 2.56 ns 2.58 2.76 ns

0.33 0.45 0.25 0.36

健康の意識 2.49 2.37 ns 2.46 2.58 ns

0.52 0.56 0.44 0.46

精神的成長 2.71 2.58 ns 2.48 2.74 ns

0.53 0.53 0.48 0.53

身体活動 1.97 2.10 ns 1.85 2.26 0.006

0.57 0.74 0.41 0.67

人間関係 2.90 2.81 ns 2.96 3.03 ns

0.53 0.51 0.41 0.46

栄養 2.84 2.80 ns 2.81 3.03 ns

0.46 0.40 0.40 0.36

ストレス管理 2.81 2.73 ns 2.92 2.96 ns

0.41 0.50 0.40 0.44

無回答を除く 上段は平均値，下段は標準偏差を表す

t 検定 ns: not signiˆcant

表 HPLP得点と健診受診の有無との関連（社

保）

項 目

男性 n＝84 女性 n＝106

未受診者

n＝7

受診者

n＝77

未受診者

n＝29

受診者

n＝77

HPLP
合計得点

2.51 2.47 ns 2.53 2.67 ns

0.31 0.38 0.32 0.33

健康の意識 2.27 2.31 ns 2.28 2.59 0.007

0.54 0.49 0.47 0.40

精神的成長 2.83 2.56 ns 2.69 2.66 ns

0.76 0.52 0.56 0.46

身体活動 2.07 2.00 ns 1.67 1.93 ns

0.13 0.61 0.58 0.60

人間関係 2.69 2.76 ns 3.04 3.13 ns

0.53 0.47 0.33 0.38

栄養 2.57 2.50 ＜0.001 2.77 2.90 ns

0.38 0.47 0.45 0.38

ストレス管理 2.70 2.73 ns 2.75 2.84 ns

0.42 0.42 0.39 0.47

無回答を除く 上段は平均値，下段は標準偏差を表す

t 検定 ns: not signiˆcant
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規職員や非正規職員と比較して有意に未受診が多

く，未受診者のうち51.7は無職であった。また，

経済的ゆとりがない者がある者と比較して有意に未

受診が多かった。

. HPLP得点と健診受診状況

回答者の HPLP合計得点の平均値は2.6±0.4

（平均±標準偏差）点であり，下位尺度では健康の

意識2.5±0.5点，精神的成長2.6±0.5点，身体活動

2.0±0.6点，人間関係2.9±0.5点，栄養2.8±0.4点，

ストレス管理2.8±0.4点であった。

保険者別に HPLP得点と健診受診の有無との関

連をみると，国保の男性は有意差があった項目はな

かった（表 31）。女性は身体活動得点で未受診者

が受診者に比べて有意に低かった。

社保の男性は栄養得点で未受診者が受診者に比べ

て有意に高かった（表 32）。女性は健康の意識得

点で未受診者が受診者に比べて有意に低かった。

. HL 得点と健診受診状況

回答者の HL 合計得点の中央値は55（第 1 四分

位48第 3 四分位61）点であり，下位尺度では機能

的 HL 21 (17.2524）点，相互的 HL 20 (1722）

点，批判的 HL 15 (1317）点であった。

保険者別に HL 得点と健診受診の有無との関連

をみると，合計得点，各下位尺度の得点は未受診者

が受診者より低かったが，男性，女性とも有意差が

あった項目はなかった（表 41，表 42）。

. SC と健診受診状況

回答者の SC は，垂直的組織への参加「あり」

65.7，水平的組織への参加「あり」44.5，近所

付き合いの程度「高い」74.5，近所付き合いの人

数「多い」48.6，地域への信頼感「あり」62.0，

地域の互酬性「あり」52.2であった。

保険者別に SC と健診受診の有無との関連をみる

と，国保は男性，女性とも未受診者が受診者より住

民同士のつながりが弱かったが，有意差があった項

目はなかった（表 51）。社保の男性は近所付き合

いの程度が「高い」者は，未受診者が受診者に比べ

て有意に多かった（表 52）。女性は未受診者が受

診者にくらべて住民同士のつながりが弱かったが，

有意差があった項目はなかった。

 考 察

. 回答者の特徴

HPLPは，18～84歳の男女337人（平均年齢

39.3歳）の合計得点の平均値10)は2.3点であり，本

調査の方が得点は高かった。一方，自分の健康増進

のために積極的に活動している65歳以上の高齢者

150人（平均年齢72.4歳）のうち60代の平均値22)は，

健康の意識2.6点，精神的成長2.8点，身体活動2.5

点，人間関係3.1点，栄養3.0点，ストレス管理3.0点

であり，いずれも本調査の方が得点は低かった。

HL は，地域在住高齢者330人（平均年齢73.8歳）

の HLS-14の合計得点の平均値23)は51.5点であり，

本調査の中央値55点と比べると，本調査の方が得点
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表 HL 得点と健診受診の有無との関連（国保)

項 目

男性 n＝93 女性 n＝98

未受診者

n＝30

受診者

n＝63

未受診者

n＝21

受診者

n＝77

HL 合計得点 50 52 ns 52 56.5 ns

4458 4658 4857 5062.5

機能的 HL 20 21 ns 19 20 ns

1724 1724 1823 1824

相互的 HL 18.5 19 ns 20 20 ns

1521 1521 1721 18.523

批判的 HL 14 15 ns 14 16 ns

1016 12.516 1216 1417.5

無回答を除く

上段は第 2 四分位，下段は第 1 四分位第 3 四分位を表す

Mann-Whitney の U 検定 ns: not signiˆcant

表 HL 得点と健診受診の有無との関連（社保)

項 目

男性 n＝84 女性 n＝106

未受診者

n＝7

受診者

n＝77

未受診者

n＝29

受診者

n＝77

HL 合計得点 51 55 ns 56 58 ns

49.557.5 4758 5363 5462

機能的 HL 19 20 ns 23 23 ns

1424.5 1625 1925 2024

相互的 HL 19 19 ns 20 20 ns

17.520.5 1720 1823 1922

批判的 HL 15 15 ns 15 16 ns

1417 1316 1418 1418

無回答を除く

上段は第 2 四分位，下段は第 1 四分位第 3 四分位を表す

Mann-Whitney の U 検定 ns: not signiˆcant

表 SC と健診受診の有無との関連（国保)

男性 n＝96 女性 n＝101

未受診者

n＝30

受診者

n＝66

未受診者

n＝21

受診者

n＝80

垂直的組織
への参加

あり 20 52 ns 11 48 ns

66.7 78.8 52.4 60.8

水平的組織
への参加

あり 11 33 ns 6 44 ns

36.7 50.0 28.6 55.7

近所付き合
いの程度

高い 22 53 ns 17 68 ns

73.3 80.3 81.0 85.0

近所付き合
いの人数

多い 16 44 ns 9 39 ns

53.3 66.7 42.9 48.8

地域への信
頼感

あり 18 46 ns 10 44 ns

60.0 69.7 47.6 55.7

地域の互酬
性

あり 13 33 ns 8 31 ns

43.3 50.0 38.1 38.8

無回答を除く 上段は n 数，下段はを表す

x2 検定 ns: not signiˆcant

表 SC と健診受診の有無との関連（社保)

男性 n＝84 女性 n＝106

未受診者

n＝7

受診者

n＝77

未受診者

n＝29

受診者

n＝77

垂直的組織
への参加

あり 5 47 ns 18 56 ns

71.4 61.0 62.1 72.7

水平的組織
への参加

あり 4 34 ns 11 38 ns

57.1 44.2 37.9 49.4

近所付き合
いの程度

高い 6 43 0.002 17 59 ns

85.7 55.8 58.6 76.6

近所付き合
いの人数

多い 3 31 ns 11 42 ns

42.9 40.3 39.3 54.5

地域への信
頼感

あり 5 49 ns 18 51 ns

71.4 63.6 62.1 66.2

地域の互酬
性

あり 5 36 ns 21 44 ns

71.4 46.8 72.4 57.1

無回答を除く 上段は n 数，下段はを表す

x2 検定 ns: not signiˆcant
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は高かった。

SC は，65歳以上の要介護認定を受けていない在

宅高齢者223名の調査16)では，垂直的組織への参加

High（本調査のありに相当）66.3，水平的組織へ

の参加 High（あり）61.0，近所付き合いの程度

High（高い）80.4，近所付き合いの人数 High

（多い）50.7，地域への信頼感 High（あり）

75.4，地域の互酬性 High（あり）73.1であり，

本調査の方が SC は豊かではなかった。

. 健診の受診状況

本調査において健診受診とは，過去 2 年間に健診

を受診した状況である。このことを考慮しても，

2015年度の全国の保険者別受診率4)と比べると国

保，社保ともに高かった。受診している者は健康に

関する意識が高く，そのため調査に協力した可能性

が高いと考えられる。

受診理由は，国保の男性，女性，および社保の女

性で「自分の健康管理」が最も多かったのに対し，

社保の男性は「職場ですすめられた」が最も多かっ

た。社保の男性は職場の規則として受診を勧められ

るため，受診者の割合が高くなったと推察される。

社保の女性に多かった無職には，扶養家族である場

合が含まれていると推察され，そのため国保の受診

理由と同様の結果になったと考えられる。

未受診理由は，国保の男性，女性で「医療機関に

かかっている」が最も多く，次いで「気になる自覚

症状がない」であった。このことは先行研究6～8)と

同様の結果であった。
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. 健診受診の有無に関連する要因

1) 国保における要因

男性は同居の配偶者がいない者がいる者よりも受

診割合が有意に低かった。40・50代の国保加入者を

対象に健診受診に関連する要因を調査した研究8,9)

では，男性は配偶者の存在が健診受診を促す要因で

あった。本調査からも，配偶者のいない国保の男性

は配偶者に代わる家族，親友，近隣者などからの勧

めによって受診につながる可能性が推察される。

女性は健診未受診者が受診者に比べて HPLPの

身体活動得点が有意に低かった。これは，40～60歳

の婦人会会員および会員の紹介女性を対象に実施し

た研究11)と同様の結果であった。日常生活に運動を

取り入れている人は健康に対しても関心が高く，健

診受診につながったと考えられる。

また，男性，女性とも有意差は認められなかった

が，HL 合計得点，各下位尺度の得点では未受診者

が受診者よりも低かった。住民の HL に配慮した

健診受診勧奨が受診につながると考えられる。

さらに，男性，女性とも有意差は認められなかっ

たが，未受診者が受診者よりも住民同士のつながり

が弱かった。健康づくり推進員等の住民組織は SC

の中核をなす存在であり24)，親戚や近所の人など家

族以外の人に健診を勧める健康づくり推進員等の活

動を支援することは，住民相互のつながりを強

め25)，健診受診につながると推察される。

2) 社保における要因

男性は健診未受診者が受診者に比べて HPLPの

栄養得点が有意に高かった。健診受診者の割合は

91.7と高かったものの，健診受診と食生活とは関

連していないことが推測された。これは，本調査に

おける職場の規模が，産業医，産業看護職などが配

置されていない50人未満が33.8であり，保健指導

が十分実施されていないことが考えられる。また，

未受診者は医療機関にかかっている者が多く，そこ

で栄養指導を受けていることが推察される。しか

し，未受診者の回答人数が 7 人であり，受診者との

比較による分析には限界がある。健診受診の有無に

かかわらず，社保の男性全体をみると，国保の男

性，女性，社保の女性のいずれの群と比べても栄養

得点は低いため，社保の男性全体の食生活改善につ

いて検討していく必要がある。

一方，健診未受診者が受診者に比べて SC の近所

付き合いの程度が「高い」者の割合が有意に多く，

未受診者の方が地縁組織である町内会や自治会等で

のつながりが強かった。HPLPと同様に，未受診

者の回答人数が少ないことから，受診者との比較に

よる分析には限界があり，慎重に読み取る必要があ

るが，社保は勤めていることより，職場での健診受

診勧奨が強く，地縁組織である町内会や自治会等に

よる近所付き合いがあることが，健診の受診にはつ

ながらないと推察される。

女性は未受診者の51.7が無職であり，扶養家族

と推察される。扶養家族の場合，保険の種別や居住

地の健診体制により受診方法が様々である。協会け

んぽ調査研究報告26)によると，被扶養者の健診受診

率は健診機関へのアクセスとして，◯移動距離との

間にやや強い負の相関があり，◯健診機関数との間

にやや強い正の相関があった。未受診者は受診者に

比べて HPLPの健康の意識得点が有意に低かった

ことを考え合わせると，健康に対する意識を高める

ために，健診機関の場所や受診方法を含め，健診が

身近に感じられる工夫が必要と考えられる。

. 保健活動のあり方

健診の受診を勧めるためには，国保の男性の場

合，配偶者のいない者は配偶者に代わる家族，親

友，近隣者などからの働きかけが有効と推測され

る。女性の場合，未受診者の HPLPの身体活動得

点が低かったことから，日頃の生活に身体活動を取

り入れることが健康への関心を高めるうえで有効で

あると考えられる。また，国保の未受診理由は「医

療機関にかかっている」が男女とも約半数であった

ため，医療機関と各保険者との連携体制を整えてい

くことで，未受診者に対して受診勧奨を行うことが

でき，受診率向上につながると考える。

社保の男性の場合，未受診者の方が HPLPの栄

養得点は高かったが，社保の男性全体が他のどの群

よりも栄養得点は低かった。健診受診の有無にかか

わらず食生活改善の検討が重要であり，特に受診者

は健診結果を食生活に活かせるような工夫が必要で

ある。女性の場合，未受診者は健康の意識が低かっ

たことから，健康意識を高める支援が重要である。

被扶養者の場合は健診受診機関が身近にあることと

分かりやすいことが受診につながると推察される。

本研究の限界として，本調査の健診受診者の割合

は，2015年度の全国の保険者別受診率と比べると高

かったが，40・50代の有効回答率は他の年代に比べ

て低く，40・50代の健診未受診者から調査票が返送

されていない可能性がある。未返送者への再依頼を

実施しなかったことは，回収率が低かった要因の一

つと考える。回答期日の延長の案内を送るなどの工

夫が必要であったと考える。

 結 語

40～74歳の男性180人，女性208人について保険者

別に健診受診に関連する要因を分析した。健診受診
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者の割合は，国保の男性68.8，女性79.4，社保

の男性91.7，女性72.6であった。健診受診に関

連する要因として，国保の男性は同居の配偶者がい

ない者がいる者に比べて受診者の割合が有意に低

く，女性は未受診者が受診者に比べて HPLPの身

体活動得点が有意に低かった。社保の女性は未受診

者が受診者に比べて HPLPの健康の意識得点が有

意に低かった。

これらのことから，国保の男性の場合，配偶者の

いない者は配偶者に代わる家族，親友，近隣者など

からの勧めが健診受診に有効であること，女性の場

合，日常生活に身体活動を取り入れていくことが健

康への関心を高め，健診受診につながる可能性があ

ること，社保の女性の場合，健康の意識が低い人も

健診を受け易い体制をつくることが重要であること

が示唆された。

本研究にご協力いただきました対象者の皆様，A 市職

員の皆様に心より感謝し，厚く御礼申し上げます。

本研究に関して開示すべき COI 状態はない。
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The associations of Japan's speciˆc medical checkup with a health promotion

lifestyle, health literacy, and social capital by healthcare coverage type

Chie IMOTO, Kazuko YAMADAand Ikuharu MORIOKA

Key wordsSpeciˆc medical checkup, Health promotion lifestyle, Health literacy, Social capital, Healthcare

coverage

Objectives The goal of this study was to determine whether experiencing Japan's speciˆc medical checkup

is associated with a health promotion lifestyle, health literacy (HL), and social capital (SC) by type

of healthcare coverage.

Methods The subjects were 1,048 residents of A City aged 40 through 74 years. Individuals who had

experienced more than one medical checkup during the past two years were categorized as `̀ Consul-

tation.'' Individuals without that experience were categorized as `̀ No consultation.'' Data were col-

lected via an anonymous self-administered mail questionnaire survey. Health promotion lifestyles

were assessed using a Japanese version of the Health-Promoting Lifestyle Proˆle (HPLP II). HL

was measured with the 14-item Health Literacy Scale. The SC was measured following Hanibuchi's

six-item scale.

Results The response rates were 34.4 for males and 39.6 for females. Of the males covered by

National Health Insurance (NHI), 68.8 were Consultation. Of the females covered by NHI,

79.4 were Consultation. Of the males covered by social insurance, 91.7 were Consultation, and

72.6 of the females covered by social insurance were Consultation. The consultation ratio of males

covered by NHI was signiˆcantly lower among those without a co-residential spouse than among

those living with a spouse. The physical activity score (a HPLP II subscale) of the females covered

by NHI was signiˆcantly lower among those without compared to those with consultation. Among

the males covered by social insurance, the nutrition score (a HPLP II subscale) was signiˆcantly

higher among those without compared to those with consultation, and the number of neighbors

providing companionship (an item in the SC scale) was larger. Among the females covered by social

insurance, the health responsibility score (a HPLP II subscale) was signiˆcantly lower among those

without than among those with consultation.

Conclusion There were signiˆcant relationships between experiencing more than one medical checkup dur-

ing the past two years and health promotion lifestyles and between that experience and social capital,

except for males covered by NHI. Policies based on these results are encouraged to increase partici-

pation in medical checkups. Regarding males covered by NHI, support of their participation in

medical checkups by people close to them would be an eŠective way to increase participation.

Postgraduate School of Health and Nursing Science, Wakayama Medical University


